







































































































改正を受けて 1976年 7月に東京都文化財保護条例が改正された時からで、その条文の第 3条第 2項
には「都民は、都がこの条例の目的を達成するために行う措置に誠実に協力しなければならない」












8　 1952年 4月制定、1955年 3月改正、1976年 7月改正の東京都文化財保護条例の条文については『文化財の保





























































そして 1年後の 1998年 9月 25日に開催された文化財保護審議会から「21世紀を展望した文化財保
護行政のあり方について（建議）」が東京都教育委員会に建議され、東京都教育委員会はこの建議に











































































































目を盛り込んだアンケート調査票 22を 2015年 3月と 2019年 9月の２回に分けて文化財支援団体あて
























































22　 アンケート調査票は文末（20～ 21頁）に掲載した。なお本アンケート調査については 2015年 3月 5日開催
の法政大学大学院人間社会研究科研究倫理委員会の審査において「審査をうける必要のないものと判断」さ
れ「本審査免除」となっている。







































































































































































































































































































































































　（a）所在地からみると、宮城県 2団体、福島県 1団体、茨城県 2団体、群馬県 1団体、埼玉県 1団体、
千葉県 1団体、東京都 7団体、神奈川県 1団体、新潟県 2団体、長野県 2団体、静岡県 5団体、愛
知県 1団体、滋賀県 1団体、京都府 2団体、奈良県 3団体、大阪府 2団体、兵庫県 1団体、山口県 2








以上が 2005年～ 2013年の 9年間に NPO法人となっており、NPO法人の文化財支援団体としては
その歴史が浅いことがわかった。（c）文化財支援団体の 1団体あたりの会員数は最大で 1198名、最


















　（b）文化財支援団体 40団体全体の収入状況をみていくと、もっとも低い収入金額は 0円で 1団体
あった。その団体も含め、収入金額で文化財支援団体をランク付けしていくと、0円以上～ 200万円
以下 20団体、200万円以上～ 500万円以下 7団体、500万円以上～ 1000万円以下 1団体、1000万以
上は 12団体で、ほぼ半数の文化財支援団体が収入金額は 200万円以下となっていた。（c）収入に対
応する支出金額についてみても、支出金額は前記の収入金額とほぼ同額となっており、文化財支援
















































































































 6.代表者 /　　氏名 （                                     ）
 7.役員数 /　　理事（　　　）名　　監事（　　　）名　その他（役職名・人数：　　　　　　　　）名
　　　　　上記役員のうち有給者は（　　　　）名で、年間の平均報酬は（　　　　　　 ）円
 8.事務局スタッフ数・報酬 / （　　　）名で、有給者は（　　）名で、年間の平均報酬は（　　　　 ）円







 2. 活動対象としている主な文化財の分野を教えてください （回答事例―「建造物」「史跡」「名勝」「天然記念
物」「民俗文化財」「美術工芸品」などと記載してください）。
　　　（　　　　　　　　　　）　　（　　　　　　　　　　）　　（　　　　　　　　　　）








　　　　　a．有 　（指定・登録機関 ―　a．市町村　　b．都道府県　　c．国）　　　 
　　　　　b．無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　















 1.  現在、行政主導の文化財政策に対し、市民との協働を視野に入れた新しい文化財政策の展開が強く求めら
れています。そのような中で貴団体のような文化財支援団体と行政との協働の現状と課題について、あな
た（アンケート回答者）が思っていることがありましたら、ご意見をお聞かせください。
　　　　　　　　　＊ 恐れ入りますが、アンケートにお答えいただいた方の役職名とお名前・Eメールアド
レスなどのご記入をお願いいたします。なお、Eメールアドレスにつきましては、本
調査で問合せなどでの連絡以外では使用しないことを申し添えます。
　　　　　　　　　　　　役職名（　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　お名前（　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　Eメールアドレス（　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　＊アンケート調査へのご協力ありがとうございました。　　
－ 19 －
文化財保護領域における行政と市民との協働の実態と課題
